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 2026.6.17 

 

中国風険消息<中国関連リスクニュース> <2026 No .1> 

 

中国における 2025～2026年の風水災概況と企業の事業継続計画（BCP）策定 

【要旨】 

◆ 近年、風水災は中国各地に大きな影響を及ぼしており、2025年には記録的な降雨や複数の秋台

風の上陸により、多くの地域で大規模な被害が発生した。 

◆ 予測によれば、2026年も中国南部を中心に降水量が平年を上回り、台風の勢力も強まる見込み

であり、華東・華南沿海部への影響集中が懸念される。 

◆ 中国国内では災害対応計画を整備している企業も多いが、災害復旧対策の整理が不十分なケー

スが多く、初動対応と災害復旧の双方を考慮した事業継続計画（BCP）の策定が求められている。 

◆ BCPは策定後も PDCAサイクルによる継続的な改善が必要であり、あわせて定期的な机上演習

を実施することが重要である。 

 

1. 2025年の風水災の概況 

2025年の中国では、全国的に降水量が平年を上回り、雨季の開始時期も例年より早かった。特に秋季

の降水量は大幅に増加し、台風の発生数も多く、秋台風の活動が活発であったことから、年間を通じて異

常気象が頻発した。 

2025年の全国平均降水量は 668mm となり、1951年以降の平均値を 4.5％上回った。また、大規模な

降雨が頻発し、華南南部や湖南省北西部などでは累積降水量が 1,600mmを超えた地域も見られた。季

節別では、夏季および秋季の降水量が特に多かった。夏季の全国平均降水量は 336mmで、平年比

1.3％増加した。一方、秋季の全国平均降水量は 162.1mm となり、平年同期比 33.6％増加した。これは

1961年の統計開始以降、同時期として過去最高の水準であった（図 1）。さらに、7月 23日から 29日に

かけて北京市では 147時間に及ぶ継続的な降雨が発生し、一部地域では累積降水量が 500mmを超え

た。これは同地域の年間平均降水量に匹敵する規模であった（図 2）。 

 

 
図 1 2016～2025年 全国平均降水量の推移（mm） 

（出典：2025年中国気象公報） 

 
図 2豪雨により浸水した北京市密雲区の

集合住宅（出典：央広網） 

 

 

台風活動についても、2025年は中国へ影響を及ぼした台風の発生数・上陸数ともに平年を上回った。 
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年間の台風発生数は 27個で、このうち 10個が中国へ上陸した（図 3）。2025年の台風は進路変化が

大きく、特に秋季の活動が活発であった。複数の台風が中国へ繰り返し上陸し、特に 9月から 10月にか

けては 4個の台風が連続して上陸するという比較的まれな状況が発生した。 

その結果、多くの地域で強風・豪雨による被害が発生した。【1】 中でも、9月 24日に広東省陽江市へ上

陸した台風「樺加沙」は、超大型台風へ発達し、その勢力を 81時間以上維持した。強風・豪雨・高潮が

同時に発生したことで、複合的な災害を引き起こした。この災害では、珠海市において深刻な海水の逆

流が発生したほか（図 4）、森林、太陽光発電設備、市政インフラ、通信設備、水利施設等が広範囲にわ

たり損壊し、インフラおよび地域経済へ大きな損失をもたらした。【2】 

 

 
図 3 2016～2025年 中国に上陸した台風数の推移 

（出典：温州台風網） 

 
図 4台風「樺加沙」による海水の逆流で浸水した車両 

（出典：新華社） 

 

2. 2026年の風水災予測 

2026年も中国南部では、6月を中心に台風・豪雨シーズンを迎える。地球温暖化をはじめとする気候

変動の影響により、異常気象発生リスクは引き続き高い状況にある。各種予測によれば、2026年は浙江

省南部、福建省の大部分、広東省南部および海南省などで、降水量が平年同期比 20～50％程度増加

すると予測されている。また、年間で中国へ上陸する台風は 7～9個程度と見込まれており、台風シーズ

ンの開始・終了時期はいずれも平年より早く、勢力も平年を上回る見込みである。主な影響地域は華東

および華南の沿海部になると予測されている。【3】 

中国沿海部の主要省・直轄市における 2026年台風・豪雨シーズンの風水災予測を表 1に示す。 

 

 

表 1 2026年 主要沿海省・直轄市における風水災予測 

省・市 災害種別 予測内容 

広東省【4】 

水害 
7～9月の総降水量は平年比 10～30％増となる見込み。豪雨・洪

水発生リスクが高い。 

台風 

上陸または重大な影響を及ぼす台風は 5～6個と予測される。勢

力はやや強く、強台風または超大型台風発生の可能性が高い。台

風シーズン開始時期も早まる見込み。 

福建省【5】 

水害 雨季前半の総降水量は平年比 10～20％減となる見込み。 

台風 
7～9個の台風が影響を及ぼし、そのうち 1～2個は重大な影響を

及ぼす可能性がある。 

浙江省【6】 

水害 
浙江省中部および南部では豪雨・洪水・都市型浸水が発生しやす

く、強い対流性気象災害のリスクが高い。 

台風 

「前半多く後半少ない」傾向となる見込み。3～5個の台風が影響を

及ぼし、そのうち 1～2個は上陸または重大な影響を及ぼす可能

性がある。 
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上海市【7】 

水害 
異常気象発生リスクが高い。降水量はやや多く、中心市街地では

短時間強雨や対流性降雨が発生しやすい。 

台風 

2個程度の台風が影響を及ぼす見込みであり、上海へ直接上陸す

る可能性もある。勢力は平年より強く、秋台風の活動も活発となる見

込み。 

江蘇省【8】 

水害 
年間降水量は平年を上回る見込み。6月は平年を下回る一方、7

～8月は平年を上回ると予測される。 

台風 
台風活動の活発化時期が早まる見込み。2～3個の台風が影響を及

ぼし、そのうち 1個は比較的大きな影響をもたらす可能性がある。 

 

3. 企業の風水災対策の現状と BCP導入の必要性 

豪雨や台風等の自然災害による人的被害や経済的損失を防止するため、企業には十分な災害対策の

整備が求められる。 

現在、中国における洪水・水防管理体制は、主に政府主導によるトップダウン型の管理方式が採用され

ている。法律上の責任主体は各級政府および一部の水防責任を有する企業に限定されているものの、

多くの企業では行政要求等に基づき、水防計画や三防計画（洪水・台風・高潮対策計画）等の防災文書

を整備している。しかし、実務上は標準的な雛形や作成指針が不足していることから、以下のような課題

が見受けられる。 

 

 他社文書の流用が多く、自社実態に即していない 

 実務上の運用を想定した内容になっていない 

 訓練が形式的になっている 

 従業員が計画内容を十分理解していない 

 長期間改訂されていない 

 

その結果、計画を策定していても、実際の災害時に十分機能しないケースが発生している。 

また、多くの緊急時対応計画では、短期的な初動対応や避難誘導に重点が置かれており、「緊急避

難」を主目的としている。一方で、災害後の事業復旧や操業再開に関する内容まで整理されているケー

スは比較的少ない。 

これに対し、事業継続計画（BCP）は法令で作成が義務付けられている文書ではなく、企業が自主的に

整備するケースが大半である。そのため、企業固有の事業特性や経営課題を反映しやすく、災害発生前

から復旧完了までを対象とした包括的な管理を重視している。BCPには、初動対応だけではなく、事業

中断後の復旧対策も含まれる。具体的には、復旧目標の設定、代替資源の確保、関係部門との連携方

法等を明確化することで、災害による影響を最小限に抑え、早期の事業復旧を実現することを目的として

いる。この点こそが、企業において BCPを策定する最大の意義である。緊急時対応計画と BCPの比較

を表 2に示す。企業が既存の緊急時対応計画に BCPの考え方を取り入れ、両者を有機的に連携させる

ことで（図 5）、事業復旧を見据えた災害対応体制を構築することができる。具体的には、各部門が災害

発生前後の各時点で実施すべき対応内容や復旧優先順位等を整理し、「初動対応」と「災害復旧」の双

方をカバーする総合的な災害対応文書として整備することが望ましい。 
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表 2 緊急時対応計画と BCPの比較 

 緊急時対応計画 BCP 

目的 

 人命および財産の保護 

 被害拡大および二次災害の防

止 

 人命および財産の保護 

 事業継続の確保 

 社会的責任の履行 

 企業の持続的発展 

内容 
基本構成は比較的定型化されて

いる 

企業戦略や事業特性に応じて大

きく異なる 

対象 拠点単位で実施 他拠点との連携を含めて実施 

 

 

図 5 BCP と緊急時対応計画の連携イメージ 

 

実施内容

事業継続対応事前防災対策

担当
部門

防
災
対
策
完
了

A
部
門

B
部
門

防災対策

時間軸

復旧対策防災対策

台風
接近

BCP緊急時対応計画／BCP（共通）
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4. 企業における BCP策定のポイント 

4.1. BCP策定の目的/効果 

ここからは、企業が BCP を策定する際のポイントについて説明する。 

BCPの主な目的は、事業レベルの低下を抑制し、復旧に要する時間を短縮させることにより、災害発生

時における自社およびステークホルダーへの影響を低減させることである。（図６）。 

 

 

図 6 BCPの主な目的/効果 

 

4.2. BCPの基本フレームワーク構築 

実効性の高い BCPを策定するためには、あらかじめ以下の事項を明確にしておく必要がある。 

 

(1) BCPの目的 

(2) BCPの適用範囲 

(3) 重要業務  

(4) 災害時対応体制 

 

以下、それぞれについて説明する。 

 

（1）BCPの目的： 

最優先事項は従業員の安全確保である。そのうえで、設備・資産等の保護を図り、重要業務の中断に

よる影響を最小限に抑えることを目的とする。 

 

（2）BCPの適用範囲： 

BCPを適用する対象拠点および施設範囲を明確にする。グループ企業や大規模企業では、研究開発

拠点、工場、倉庫等、複数の拠点を保有している場合があるため、各拠点の機能や特性に応じた BCP

を策定する必要がある。また、過去の災害履歴や自然災害リスク評価結果を踏まえ、リスクの高い拠点や

災害発生時の影響が大きい拠点から優先的に BCPを整備することが望ましい。 
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（3）重要業務： 

災害発生後は、人員や資源が制約されるため、企業存続に不可欠な業務を優先的に復旧する必要が

ある。一般的には、主力製品の生産や重要顧客向けサービス等が対象となる。また、重要業務を選定す

る際には、生産活動等の直接業務だけでなく、それを支える間接業務についても考慮する必要がある。 

具体例を表 3に示す。 

 

表 3 重要業務の選定例 

重要業務 業務分類 関連業務例 

 主力製品の生産 

 重要顧客向け製品の生産 

 地域市場向け製品の生産 

直接業務 

 重要製品の生産 

 原材料調達 

 重要顧客対応 等 

間接業務 

 対外支払業務 

 資金管理 

 給与支払業務 等 

 

（4）災害時対応体制： 

災害発生時には通常業務が停止し、企業活動の重点も大きく変化する。 

例えば、設備部門や人事部門は、平常時と比較して大幅に業務負荷が増加することが想定される。 

そのため、災害発生時には平常時とは異なる災害対応体制を構築することが望ましい（図 7）。 

また、新たな体制構築に伴い、報告ルートや情報共有方法も変更される可能性があるため、 

 報告フロー 

 報告方法 

 報告頻度 

等についても事前に明確化しておく必要がある。 

 

 

図 7 災害時対応体制の構築例 

 

4.3. 災害対応フローの整理 

BCPの目的、重要業務および対応体制を明確化した後は、具体的な対応策の策定を行う。 

対応策については、部門ごとに災害発生前後の時間軸に沿って整理することを推奨する。なお、風水

災 BCPにおける特徴は、被害を受ける前の段階で各種対応を行うことであり、風水災 BCPのなかにそ

れら被災前の対応を明確にしておく。なお、企業全体としては、各部門・各時間帯で実施すべき対応事

項を一覧表形式で整理し、全体像を把握できるようにすることが望ましい（表 4）。一般的には、表の横軸

に時間経過や事態の深刻度、縦軸に対応項目を配置し、災害発生前から復旧完了までの対応内容を整

理する。なお、表中の主要項目については、次節で詳しく説明する。 

 

 

 

本部長  務局 
 総経理／副総経理  

設備 応班 
 設備部  

総務 応班 
 人 部／財務  

 産 応班 
 製造部／品質保証部 

部  

 外 応班 
 営 部  
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表 4 企業における災害対応一覧表（例） 

 

 

4.4. 災害対応フローの整理 

事前対策および緊急対策の考え方を整理した後は、災害発生時の初動対応および災害復旧対策を具

体化していく必要がある。ここでは、特に重要な項目について説明する。 

 

（１）発動基準および代替執務場所の明確化 

BCPには、災害対応体制の発動権限者および発動基準を明確に定める必要がある。これにより、災害

情報を入手した際に迅速な意思決定と対応が可能となる。また、企業は社内または周辺地域において安

全な代替執務場所を確保するとともに、必要な事務機器や通信手段等を事前に準備しておくことが望ま

しい。代替執務場所の確保が難しい場合には、在宅勤務やオンライン勤務等の代替手段についても検

討しておく必要がある。 

 

（２）情報収集・報告体制の整備 

災害情報や被災状況を迅速かつ正確に共有するためには、情報収集および報告体制を事前に整備し

ておくことが重要である。気象情報については、担当者を定め、多様な情報源から継続的に収集する体

制を構築する。また、企業内部の被災状況や突発事象については、各部門で情報を収集し、段階的に

集約する仕組みを整備する必要がある。災害発生時には情報伝達過程で認識のずれや情報漏れが発

生しやすいため、事前に報告様式や集計表を作成し、収集すべき情報項目を明確化しておくことが望ま

しい。これにより、災害発生時に各部門が必要な情報を効率的に収集・報告できるようになる。 

 

（３）従業員等の安全確保 

前述のとおり、従業員等の安全確保は BCPにおける最優先事項である。そのため、安否確認体制、出

勤方針、防災資材の準備等について重点的に検討する必要がある。災害発生時には、従業員および来

訪者を含む全員を対象として、毎日継続的に安否確認を実施することが重要である。また、負傷者や安

否不明者が確認された場合には、担当者を指定し、継続的な状況確認および支援を行う必要がある。 

レベ レベ レベ レベ 災害

人員 安全確保
設備  
  継続

レベ レベ レベ レベ 災害
従 員 避難

早退
外出禁止

負傷者 応
安否確認
防 物資
出張停止

製品A  産
製品B  産

建物 防水  
設備停止
そ 他  

     
   判定基準

   応方針

 大項目 

     

人員 安全

個人 応

企  応

設備 防 

  

窓、出 口 閉鎖

被 状況

収集

気象   情報
停電 設備停止状況
社内におけ 被 状況
関連会社 被 状況

  継続

 応

重要 務

そ 他 務

情報共有
社内情報共有
 外情報 信

レベル1 → レベル4 →   災害終息後

レベル1 → レベル4 →   災害終息後
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出勤方針については、通勤中の事故や災害激化による帰宅困難等のリスクを考慮し、企業独自の災害

レベルや気象警報基準に応じて、在宅勤務や自宅待機等を判断することが望ましい。出勤方針の例を表

5に示す。また、待機要員や当直要員の安全および生活を確保するため、企業規模や配置人数に応じ

た防災資材・応急物資を準備しておく必要がある。 

 

表 5 災害レベルに対応した従業員出勤方針（例） 

災害レベル 

 

事態の深刻

度 

台風警報 出勤方針 

レベル 2 小 黄色警報 非生産部門は在宅勤務、生産関連部門は出勤 

レベル 3 中 橙色警報 設備維持に必要な人員を除き、自宅待機 

レベル 4 大 
赤色警報 

全員が安全な場所へ避難し、緊急時以外の外出

を禁止 

 

 

（４）重要業務の維持 

災害による事業への影響を最小限に抑えるためには、災害発生時および災害発生後に想定される状

況ごとに対応策を準備しておく必要がある。災害によって、人員・設備・施設・システム等に障害が発生す

る可能性があるため、災害発生時と災害復旧時に分けて対策を整理することが望ましい。多くの企業で

は、緊急時対応計画において災害発生時の対応を比較的詳細に定めているため、ここでは主に災害復

旧段階の対策について説明する。災害発生後、各部門は重要業務の早期復旧を最優先事項とし、人

員、設備・資産、システム等の被災状況を確認する。そのうえで、 

 

 重要業務との関連性が高いもの 

 影響範囲が大きいもの 

 復旧が容易なもの 

 

から優先的に復旧を進めることが望ましい。 

復旧対策は、大きく「緊急対策」と「事前対策」の二種類に分類される。 

両者にはそれぞれ特徴があり、その比較を表 6に示す。 

実務上は、各部門が被災原因や被災内容を踏まえ、業務継続への影響度に応じて最適な対策を選択

することが重要である（表 7）。 

 

表 6 緊急対策と事前対策の比較 

分類 定義 メリット デメリット 

緊急 

対策 

災害発生後に実施する一時

的な代替措置 

 事前準備が不要 

 柔軟性が高く迅速に対

応可能 

 一時的な対応にとどま

る 

 完全な代替が困難 

事前 

対策 

災害発生前に準備した標準

的な復旧措置 

 代替性が高い 

 安定した効果が期待で

きる 

 工数や費用が必要 

 定期的な維持管理が必

要 
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表 7 部門別災害復旧対策表（例） 

対象部門：○○部 

被災内容 影響 緊急対策 事前対策 

人員 

不足 

権限者不足 部門責任者が代行 代理権限者の指定および教育 

技能者不足 
派遣労働者による代替要員の

確保 

 社内人材育成 

 作業手順書整備 

設備・資

産の損傷 
生産停止 

・納期調整 

・顧客に代替製品を紹介する 

代替生産ラインおよび代替生

産委託先の事前確保 

システム

障害 

ファイル 

閲覧不可 
過去資料を参照して対応 

 遠隔地バックアップ 

 クラウド保管 

生産停止 手作業で生産実績を記録する システム復元ポイントの設定 

… … … … 

 

4.5. BCPの継続的改善 

BCPは策定した時点で完成ではない。企業組織や事業内容が変化すると、既存の BCPが実態に適

合しなくなる可能性があり、そのため、PDCAサイクル（図 8）を活用し、継続的に見直し・改善を行うことが

必要である。その手段として有効なのが、机上演習である。机上演習では、各部門に対して災害シナリオ

や被災状況を提示し、BCP、緊急時対応計画および各種手順書に基づき対応を検討し、実施する。演習

を通じて、 

 

 BCPに必要な記載が不足している 

 定められた対応策では十分な対応が困難である 

 

といった課題が確認された場合には、BCPの改訂・補足を行う。また、机上演習は従業員に BCPを浸

透させるとともに、文書の有効性を検証するよい機会でもある。このため、BCPの実効性向上および継続

的改善の観点から、少なくとも年 1回程度は机上演習および BCP見直しを実施することが望ましい。 

 

 

 
図 8 PDCAサイクル 

 
図 9 BCP机上演習イメージ 

 

 

 

 

 

   および  影響 評価し、
  継続計画  定す 。

教育 訓練 実施し、計画に
基づき 応す 。

 応状況 検証し、計画およ
び運用上 課題 抽出す 。

計画 見直し 改善し、残存
課題 次 サイ  へ反映す 。

Do
実施

Plan
計画

Check
評価

Act
改善

台風警報発令

台風接近2日前

台風接近前日

台風通過中

台風通過後

台風対応
タイムライン

司会者

○班組○○班

○○班

検討
課題

検討
課題
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5. おわりに 

本稿では、風水災を対象とした BCPの策定および見直しに関する基本的な考え方と進め方について

紹介した。企業や工場においては、本稿を参考として既存の緊急時対応計画と組み合わせ、自社の事

業特性や拠点特性に適した BCPを構築していただきたい。また、BCP策定や風水災に関する日常点

検・対策の実施にあたり、課題やお困りごとがあれば、専門機関へ相談しながら取り組むことも有効な選

択肢となる。 

最後に、本稿が企業の風水災対策強化の一助となり、2026年以降の台風・豪雨シーズンを安全に乗り

越えるための参考となれば幸いである。 
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MS&AD インターリスク総研は、2024年 4 月、これまでのホームページを刷新し、リスクに強い組織づくり

をサポートするプラットフォーム「RM NAVI（リスクマネジメント ナビ）」をリリースしました。 

「RM NAVI」は、MS&AD インターリスク総研の知見をフル活用して、情報提供から実践までをトータルサ

ポート。 

コンサルタントの豊富な経験と、最先端のデジタルサービスで、リスクに強い組織づくりを支えます。 

あなたに寄り添い、最適な答えへと導く、リスクマネジメントの羅針盤です。 
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